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1．抜本的税制改革諮問委員会の設置
1986年租税改革法（Tax　Refo㎜Act）は、課税標準を拡大し、税率を引き下げ、歪曲効
果をもたらす多くの租税優遇措置を廃止した。しかし、さまざまの政策目的の達成手段と
して、租税優遇措置を求める各種利益集団からの政治的圧力の下で、租税制度の小さな改
正は間断なく繰り返され、それ以来、税法には15，000もの改正が加えられてきた。これは
一日平均2つの改正に相当する。1＞
　ブッシュ政権の税制改革政策の基本方針は、大統領経済報告の第3章「租税改革の選択
肢」に展開されている。2’現行連邦税制は不必要に複雑で、勤労意欲、貯蓄、投資に関す
る決定を歪曲しており、米国経済全体に巨大な損失を与えている。また税制の複雑性の結
果として、納税者に高い納税費用（compliance　cost）を押し付けているが、簡素、公平、
成長促進的な税制に改革すべきである。主要な論点は、つぎのように要約できる。
　①現行税制は徴税費に加えて、高い納税費用を社会に課している。
　②所得税と消費税は、政府歳入調達の主要な選択肢である。
　③主要な消費税は小売税、付加価値税、フラット・タックス、および消費所得税（con－
　　sumed　income　tax）である。
　④税制を抜本改革することも可能であるが、現行税制の簡素化と改革により、大きな便
　　益を生み出すことが可能である。
　ブッシュ大統領は挙党一致の抜本的税制改革諮問委員会を設置し、税法改正の選択肢を
提出するように付託した。その最終報告書が最近提出され、簡素化された所得税案
（Simp血ied　Income　Tax　Plan）と、成長・投資租税案（Growth　and　Investment　Tax　Plan）
1）　The　President’s　Advisory　Panel　on　Federal　Tax　Reform，　S勿ψ1θ，　Eα〃＆P70習猶。ω醗，　P70メ）osαな∫o　F㍑
．4〃z爾。お7珈顕吻z，November　2005，序文および16頁のFigure　2．1　Tax　Law　Changes　Since　1986を参
　照。
2）Eoo％o痂01～6ρoガ（ゾ伽P名㏄f4翻ηα麗痂吻直。漉6（】o％g7θ∬Fθ厩α拶2005710g励θ7勿拗伽A％紹αZ
　R⑳oκ（ゾ魏θGo撚。潔げ．Ecoηo痂。、4のゑso鴬，　Chapter　30ptions　for　Tax　Reform．
2の2選択肢が提案された。3）本稿では主として、成長・投資租税案に提案された税制改革
に盛り込まれた改革内容を検討する。
2．税制改革基本方針と両改革案の共通点
　現行制度に関する委員会の診断と税制改革の基本方針は、つぎのように要約できる。4）
　①租税の基本目的は、必要な歳入調達にある。
　②特定活動や特定納税者に対する優遇措置の提供は、複雑性や不安定性を増幅し、納税
　　費用を増加させ、資源の不効率な配分を助長する。
　③合理的な税制は幅広い課税標準を採用すべきであり、追加的税負担を正当化するだけ
　　の効果が、一般納税者に対して説得的な形で証明される場合にのみ、優遇措置は容認
　　さるべきである。
　④現行税制は、家計や企業の意思決定を歪曲している。
　⑤税法の複雑さのために、納税者は自分の納税義務額を正確に理解できず、税負担軽減
　　のための操作の機会を生み出すとともに、不公平感を醸成している。
　⑥頻繁な税法改正のために、税制は不安定で予測不可能であるから、企業や家計に対す
　　る不確実性を増幅し、経済に有害な効果を生み出す。
　⑦簡素性、公平性、経済成長は相互関連性を有しており、時には相互間に衝突する目的
　　であるが、政策決定者は目的間の多くの選択において、簡素性を犠牲としてきた。
　このような現行制度の診断に基づいて、委員会は簡素化した所得税案（Simplified
Income　Tax　Plan）と成長・投資租税案（Growth　and　Investment　Tax　Plan）との二つの選
択肢を提示する。両税制には、次のような共通した特徴がある。
　①税制全体の簡素化と、家計および企業に対する納税手続きの合理化。
　②現行税制の累進性を維持した上で、家計および企業に対する低い税率の適用。
　③持ち家や慈善的寄付に対する税制上の優遇措置を、項目別所得控除の適用を受ける一
　　部納税者から全納税者に拡大。
　④雇用者から健康保険を受け取る納税者のみならず、非課税の健康保険をすべての納税
　　者に拡大。
　⑤貯蓄と投資に対する阻害要因の除去。
　⑥代替的最小税制度の廃止。
3）Th・P・e・idenゼ・Ad切・・甲P㎝・1・・F・d・・al　T欲R・f・㎜，　S吻地翫〃＆P・・君・・繊P，。ρ。、媚。　F㍑
4耀漉傭7肱Sys’伽，前掲；ん聯磁Nθθ43αBθ漉77厩釣漉〃2，　s鰯θ〃観飴野舵1晩〃3うθzsげ伽
　P螂ゴ4θη臨44薦。り，Pα”θ10ηF84θ剛7激R吻筋，　April　2005．
4）The　Presidenゼs　Advisoly　Panel　on　Federa1　Tax　Refom1，前掲、“Executive　Summary”，　p，　xi．
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3．現行連邦税制の複雑性とその弊害
　3－A　高い納税費用（compliance　cost）
　現行連邦税制についてすべての論者が異口同音に指摘する点は、それがあまりにも複雑
であることである。5）複雑さを示すさまざまの証拠があるが、納税者は自分の納税義務額
がいくらであるかほとんど理解できない。3分の1のアメリカ人は、多額の税を支払うよ
りも、納税申告書に記入するほうが負担であると感じている。6）税法にしたがって納税す
るために使用した納税費用額は＄1，400億に上り、これは1家族あたり＄1，000にあたる。
アメリカの納税者は、毎年度平均26時間を納税のために使用する。とりわけ支払能力の
低い低所得者や中小企業にとり、納税申告書の準備が大きな負担となっている。
　3－B　巨額の租税差額（tax　gap）
　租税差額は、税法で定められた納税義務額と納税者が期限以内に実際に支払った税額と
の差額であるが、正直に納税している納税者に、一人当たり＄2，000の余分の税負担を課
している。納税者の多くは、納税義務額がいくらであるか正確に理解できないから、租税
差額問題を悪化させている。7）表1には、2001年度における各種税の租税差額の推定額が
示されている。？記号のしめされた税目については、内国歳入庁は推計値を有しない。税
制は不公平であり、税額を容易にごまかすことができるという認識が、納税者間で一般化
していて、アメリカ連邦税制の根底にある自発的遵法精神を損なっている。
表1　2001年度　租税不払い額　単位＝＄10億
納税義務額総額 2，076．80
自発的に納税期日内に支払 1，767．40
強制徴収と納期後の支払 55．4
徴収されなかった税額 255．2
総不払い税額 310．6
申告書不提出 30．1
個人所得税 28．1
法入所得税
?
雇用税
?
相続税 2．0
個別物品税
?
過少申告 248．8
個人所得税 148．8
5）　Nina　E．　Olson，　Co〃2ρ」θκめ，　Co〃zμ∫απcθ，σπ4　Co同仁観∫cα顔。η，陥夕S勿％」4τα袈ραy6欝Oo勉ρ砂∫ηα
　CO吻ρ」εκαη4　C勿π9’πg　Eη”ゴ名0％耀雇，　P7θSθ班αだ0η’0漉θP76S∫6θπな・4吻fsOηPαηθJ　o％Fg4θ猶α1　Tακ
　R⑳7〃z，March　3，2005。
6）The　President’s　Advisory　Panel　on　Federal　Tax　Reform，前掲、　p．2．
7）　租税差額についての詳しい実態報告は、71εs’吻。πy（ゾ2V勿α丑0♂so〃Nα勧％Z　7切ραyθ7、4ぬ06α’8
　わ⑳名ε醜εSθπαオθGo前罪甜8go露F伽碑。θoη腕θ7厩Gαρα屈7初rS乃θ」∫6鴬21ノ％砂2004
4法入所得税 29．9
雇用税 66．1
相続税 4．0
個別物品税 ?
過少支払い 31．8
個人所得税 19．4
法人所得税 24
雇用税 7．2
相続税 2．3
個別物品税 0．5
資料：Nina　E．　Olson，1＞諺’oπα」7⑳αyθ7君4ηocα畝2003、4π朋α〃～の07’‘000π一
gγθ∬，p．21，Table　1．2．1Tax　Gap　Analysis　fbr　Tax　Y6ar　1998　and　2001
4．現行連邦税制と公平の原則
　4－A　各種租税支出（tax　expenditure）と水平的公平の原則
　水平的公平の原則によれば、おなじ経済状態にある納税者は同額の税を支払うべきであ
る。しかし、連邦税制は納税者の異なる側面に着目して優遇税措置を与えるから、同じ経
済状態の納税者が異なる税額を支払い、水平的公平が充足されず不公平感が醸成される。
　租税支出は財政学で重要な概念であるが、「特別非課税（special　exclusion）、総所得か
らの人的控除（exemption）や所得控除（deducdon）、または特別税額控除（special　cred－
it）、優遇税率、税の延納を許容する連邦税法の条項が原因で生ずる歳入の損失」と定義さ
れる。8）表2には2001年度の各種租税優遇措置のもたらす租税支出額の推定額が示されて
いる。租税支出は租税優遇措置という形態をとるから、隠れた補助金となる。政府はその
支出決定に参加することなく、歳入減少という形で負担のみを分担することになる。
表2個人所得税租税支出推定額　2004年度　単位：100万コ口
国防
　兵士に対する給付金・手当ての非課税措置
国際関係
　米国市民が外国で稼得する所得の非課税措置
商業と住宅
　金融機関と保険業
　生命保険貯蓄に対する利子の非課税措置
　住宅
　持ち家の住宅ローン利子の所得控除制度
　持ち家に対する州・地方政府の財産税の所得控除制度
　持ち家販売からの資本利得の非課税措置
　持ち家の帰属所得の帰属所得の非課税措置
　賃貸料に対する＄25，000受動的損失ルールの非適用
2，460
2，680
18，820
61，450
19，930
29，730
24，590
5，030
8）　Of丘ce　of　Management　and　Budget，」B嘱g8’げ伽σ宛髭θ4　S’α’θ∫Ooo〃〃〃3θ雇，　F∫s6α’｝宅αプ2006，
　Analytical　Perspectives，19．　Tax　Expendltures，　p．315．
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商業
資本利得（農業、林業、鉄鉱業、石炭業以外）非課税措置 25，150
死亡時における資本利得額の縮小 24，200
機械と設備に対する加速度償却 7，610
教育、訓練、雇用と社会サービス
教育
奨学金所得と研究給付金所得の非課税 1β20
HOPE税額控除 3，320
生涯学習税額控除 2，190
高等教育所得控除 1，280
両親に与えられる19歳以上の学生人的控除 3，200
寄：付所得控除（教育） 3，180
訓練、雇用、社会サービス
児童税額控除 22，400
児童および扶養者養育費税額控除 2，990
教育と保健以外の寄付金所得控除 26，200
保健
医療保険料と医療に対する雇用主負担の非課税措置 102，250
自営業者医療保険料 3，330
医療費所得控除 7，380
病院建設債利子の非課税措置 1，470
寄付金所得控除（保健） 2，940
所得保障
労働者失業手当の非課税処置 5，490
年上坐出金と稼得所得との純非課税措置 46，970
40（k）計画 47，730
個人退職勘定 7，450
ケオフ計画 8，830
その他従業員受給金
団体期間指定生命保険 2，070
高齢者追加所得控除 1，700
勤労所得税額控除 4，893
社会保障
社会保障給付金の非課税措置
退職労働者に対する社会保障給付金 19，200
障害者に対する社会保障給付金 3，580
扶養者と遺族に対する社会保障給付金 4，140
退役軍人に対する給付金とサービス
死亡給付金と障害者補償金の非課税措置 3，300
一般目的財政支援
公共目的州際および地方債利子の非課税措置 19，940
持ち家に対する税を除く非事業州立および地方税の所得控除 45，290
追加：州政府および地方政府支援
持ち家に対する財産税の所得控除 19，930
持ち家に対する税を除く非事業州税および地方税の所得控除 45，290
州債および地方債利子の非課税措置
公共目的 19，940
病院建設 1，470
資料：Of五ce　of　Management　and　Budget，　Bπ㎏θ’げ漉θ翫漉4∫’α’gs　Go銑
〃π鋭θ漉，ノ1πσ網目’P爾ρθ6’勿εs，F㍑αZ｝2α72006，　Table　19－2．　Estimates　of
Tax　Expenditures　for　the　Corporate　and　Individual　Income　Taxes，　pp．32（ト
323のIndividualsに対する表から作成。
5
6図1　所得階層別項日別控除と標準控除の利用率　単位＝％
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資料：Internal　Revenue　Service，1π川漁α」動co耀7諏S鰯奮’嬬，　Table　1．2002，　Individual　Income　Tax，1Ul
Returns；Sources　of　lncome　and　Adjustments，　by　Size　ofAdjusted　Gross　Incomeより作成。
図2　所得階層別各種項目控除額の項目別控除総額に占める比率　単位：％
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資料：Internal　Revenue　Service，肋4漉4麗〃％60彫θ伽S如’翻cs，　Table　3．2002，　Individual　Income　Tax　Re－
turns　with　Itemized　Deducdons　by　Size　ofAdjusted　Gross　hcomeから作成。
　4－B　所得控除方式の選択と所得階層
　また、租税支出をもたらす租税優遇措置の便益が、納税者間に不公平に分配しているこ
とが問題である。これらの多くの租税支出は、項目別所得控除を選択する納税者にのみ利
用可能であるが、標準所得控除（standard　deductions）は低所得納税者が多く利用し、高
所得納税者の多くは項目別所得控除（itemized　deductions）を利用する。図1には所得
（AGI）階層別に標準所得控除と項目別所得控除の利用率を示してある。分母にそれぞれ
の所得階層に属する納税者総：数をとり、分子にそれぞれの所得控除を選択した納税者数を
とった比率である。AGIが＄5，000未満である第1所得階層では納税者の97．8％が標準所得
控除控除を、2．2％が項目別所得控除を選択している。他方、AGIが＄10，000，000以上の最
高所得階層の第18階層においては、標準所得控除を選択するのは納税者の2．9％にすぎ
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ず、97．1％は項目別所得控除を選択する。折れ線グラフの交差する所得階層は、AGIが
＄40，000以上＄50，000未満の第8所得階層とAGIが＄50，000以上＄75，000未満の第9所得と
の間である。
　項目別所得控除の対象はさまざまあるが、例として図2には大きな租税支出をもたらす
3つの所得控除項目の所得階層間分布を示してある。このグラフの第1所得階層はAGIが
＄5，000未満、最高所得階層の第22所得階層は＄10，000，000以上であり図1と同じである
が、所得階層の刻みが異なっている。分母には項目別所得控除総額をとり、それに占める
それぞれの所得控除額の比率が、所得階層別に示されている。寄付控除、支払い税額控
除、住宅ローン支払利子の所得控除は、項目別所得控除を選択した納税者にのみ認められ
るている。
　4－C　変則的実効限界税率構造と垂直的公平
　アメリカの連邦個人所得税は超過累進税であり、現行制度では10％、15％、25％、
28％、33％、35％の6限界税率が、申告身分に対応する異なる所得帯に対して適用され
る。税率表に規定される限界税率は、課税所得の増大とともに上昇する。この限界税率構
造をどのように定めるかも重要な租税政策の課題であり、委員会の基本方針は課税標準を
拡大することにより、税率全体を引き下げるとともに、簡素化のために限界税率め数も減
少させることである。91過去には最高税率もはるかに高く、所得帯の数も多かった時期が
あった。10）
　税率表上の限界税率と実効限界税率とは、まったく異なる。現行連邦個人所得税におい
ては、きわめて複雑で多数の租税優遇措置が存在し、それらの適格条件はさまざまである
とともに、特定納税者に対象を限定するために、段階的導入（phase－in）や段階的消滅開
始や終了の課税所得水準が定められている。これらの仕組みの政策目的は、必要度の高い
低所得納税者にこれらの租税優遇措置の適用を限定することにある。11＞経済行動に影響を
与える要因は限界税率であるが、限界実効税率はこれらの段階的消滅効果により、所得の
上昇に伴って上下して、きわめて複雑怪奇な累進税率構造を示す。勤労奨励と所得保障を
9）　委員会が報告書において現行制度の数値を使用するときには、2005年度の数値であるが、2005年
　度の税法はまだ内国歳入庁により一般的には提供されておらず、一番新しい税法は2004年度のもの
　である。したがって、委員会報告書に掲載されている数値は最新の2005年度のものを使用するが、
　そうでない数値は2004年度の税法に規定された数値を用いる。
10）例えば、1960年の最高限界税率は91％であった。Intemal　Revenue　Service，1η4溺伽αZ：r肋θSθ漉s
　S’α襯∫6αZTαδ～εs，　US．　Individual　Income　Tax：Personal　Exemptions　and　Iρwest　and　Highest　Bracket
Tax　Rates　and　Tax　Base　for　Regular　Tax．
11）　各種優遇措置の段階的導入や段階的消滅が、税率表では明確な累進限界税率構造をきわめて複雑
で怪奇なものとしている。The　President’s　Advisory　Panel　on　Federal　Tax　Refo㎜，　S勿卿，　E肋＆P名。－
gmω漉，　P名oρo∫廊∫o　E㍑！1〃2θ漉α奪7bκ蝕s∫ε〃2，前掲、　pp．6－7には、税率表の限界税率と限界実効税率
　が対比されている。
8図3　EIC所得に対するEICの割合
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資料：Internal　Revenue　Service，劫6∫涯伽αZ勉60卿θ勉κ乱α∫奮’∫㏄，　Table　4．2002，　Individual　Income　Tax　Re－
turns　with　Earned　lncome　Credit，　by　Size　ofAdjusted　Gross　Incomeより作成。
同時実施しようとする政策意図にもかかわらず、法定最高限界税率よりも高い実効限界税
率が低所得納税者に対して適用され、低所得労働者の勤労意欲を損なっている。
　図3には勤労所得税額控除（EIC）を例にとり、段階的消滅制度がどのような効果を与
えるかを明らかにしている。EIC所得が小額の間は、それに占めるEICの比率は上昇する
が、EIC所得の上昇が続くと、段階的消滅が始まりやがて勤労所得税額控除は消滅する。
このような税額控除額の段階的消滅は、増税と同じ効果を及ぼし、実効限界税率を高め
る。
5．現行制度と中立性の原則
　家計による貯蓄は、経済の健全性に不可欠である。まず消費税と比較して、所得税はそ
の本質として貯蓄に対する収益に課税するから、現在消費を優遇する。この所得税の性格
に加えて、現行制度の下では類似の貯蓄・投資に対して異なる取り扱いがなされている。
　貯蓄に対する追加課税の要素を緩和し、退職後に対する備えや教育や医療の促進のため
に、各種誘因が次々と追加されてきた。さまざまの退職勘定、教育貯蓄勘定や医療目的の
貯蓄勘定において、整合性の欠如と複雑さが深刻な問題を提起している。
　複雑性や公平性との関係で明らかにした現行制度の諸特徴は、勤労意欲、貯蓄意欲、投
資意欲、その他の意欲を妨げ、個人や企業の意思決定において歪曲効果を及ぼしている。
経済的合理性ではなく、租税優遇措置をもとめて経済的意思決定がなされる。
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6．現行税制との比較における成長・投資租税案の特徴
　大統領諮問専門家委員会は、現行の所得税制度から消費税に移行するさまざまの代案を
考察した。純粋の消費税ならば、新規投資に対する収益は全面的に非課税であるが、成
長・投資租税案は所得税と消費税の混合制度であり、労働所得に対しては累進課税し、利
子、配当、資本利得には比例税を課す。また、企業には、キャッシュ・フローに対して比
例課税する。表3には、現行制度との対比において、成長・投資租税案における改革内容
を一覧表にして示してある。
表3現行税制と成長・投資租税案の対比
現行制度　2005年度 成長・投資促進税案
所帯および家族
税率 10％、　15％、　25％、　28％、　33％、　35％、15％、25％、30％
代替的最小税制度
iAMT）
2006年度には2，100万人に影響 廃止
人的所得控除 所帯の一人当たり＄3，200、所得上昇とと
烽ﾉ漸減消滅
標準所得控除 夫婦合算申告＄10，000；独身者＄5，000；家
ｷ＄7，300；項目別控除制度選択者には不
K用
すべての納税者が利用できる家族税額控除
ﾉ代替する。
v婦＄3，300、子供一人の独身者＄2，800、
ﾆ身者＄1，650、扶養納税者＄1，150、一人
魔ｽり追加税額控除子供＄1，500、扶養者
垂T00
児童税額控除 児童一人当たり＄1，000の税額控除；夫婦
ﾉ対して＄110，000から＄130，000の間で漸
ｸ消滅
勤労所得税額控除
i】nTC）
勤労奨励のために低所得納税者に対する還
t税額控除；最大額は児童一人の勤労家族
ﾉはS2，747、二人以上の児童の勤労家族
ﾉは＄4，536
（家族税額控除と関連付けた）勤労税額控
怩ﾉ代替する。子供一人の勤労家族に対す
骰ﾅ大税額控除額＄3，570、子供二人以上
ﾌは＄5，800。
結婚税 同額の所得額の未婚の二人よりも夫婦二人
ﾌ納税義務額が増大する
家族税額控除や社会保険給付金の夫婦の所
ｾ基準は独身者の2倍にする。
その他の主要税額控除
ｨよび所得控除
住宅ローン利子 項目別所得控除の選択者のみ住宅ローン額
垂P10万所得控除可能
住宅税額控除は住宅ローン支払利子の15
唐ﾅすべての納税者に適用。住宅ローン
zは地域平均住宅価格に限定（＄227，000
ｩら＄41，200の範囲）
寄付金控除 項目別所得控除の選択者のみ所得控除可能 （所得の1％超を寄付する）すべての納税
ﾒが利用可能
健康保険 雇用者や自営業者により支払われた保険料
ﾍ無制限に全額所得控除
すべての納税者は、（個人に対ししては＄
T，000、家族には＄11，500と推定）される平
ﾏ保険料を限度に、医療保険を税引き前価
iで購入可能。
州税および地方税 項目別所得控除選択者にのみ所得控除が可¥
所得控除できない
教育 HOPE税額控除、生涯学習税額控除、授
ﾆ料所得控除、学生融資利子所得控除、す
ﾗては所得上昇とともに漸減消滅
全日制学生の一部に対しては、家族税額控
怩?ｿ求可。簡素化した貯蓄計画。
個人貯蓄と退職
確定拠出金計画 401（k）、403（b）、457、その他の雇用者
?汾ｧ度
勤労貯蓄税額控除に統合し、規則を簡素化。
ｩ動貯蓄により貯蓄意欲を高める。
確定受給金計画 雇用者による拠出金は非課税 変更なし
退職貯蓄計画 各種IRA、　Roth　IRA、配偶者IRAは拠出
烽ｨよび所得制限
全納税者に利用可能な退職勘定貯蓄計画（年
ﾔ＄10，000を限度）で代替。
教育貯蓄計画 529条およびCoverdell勘定
医療貯蓄計画 各種MSA、　HAS、伸縮的支出協定
（年間＄10，000を限度とする）家族勘定貯
~計画に代替。教育、医療、住宅購入費、
ﾞ職貯蓄を対象。すべての納税者が利用可
¥。低所得者には還付税付貯蓄税額控除制
xが利用可能。
受取配当 15％以下の税率で課税（2008年以降は普
ﾊ税率）
税率　15％
受取資本利得 15％以下の税率で課税（2008年以降はよ
闕b｢税率）
税率　15％
受取利子
i免税の市債を除く）
普通税率で課税 税率　15％
社会保険受給金 その他所得いかんで3つの異なる段階で課
ﾅ、結婚税が適用
簡素化して控除後、3階層制度に代替。夫
wは＄44，000（独身者は＄22，000とし、結
･税の要素を解消する。インフレに対する
Cンデックス化。
中小企業
税率 通常は個人税率が適用 個人事業主には個人税率を適用（最高限界
ﾅ率は30％）。
ｻの他中小企業は30％の税率で課税
帳簿記入 所得項目や所得控除について多数の特殊会
v規則が適用
企業キャッシュ・フロー税
ｷべて経費扱い
投資 加速度償却、2005年度には中小企業特別
o費規則により、＄102，000まで償却可能。
i2008年にはこの額の3／4に縮小）
大企業
税率 15％、　25％、　34％、　39％、　34％、　35％、　38
刀A35％の8税率
税率 0％
投資 古臭い規則の下での加速度償却 新規投資はすべて経費扱い
支払利子 所得控除可能 金融機関を除き控除不可
受取利子 課税 金融機関を除き非課税
国際税制 企業利潤の延期と外国税額控除制度 仕向け地原則（税の国境調整）
法人AMT 企業所得に適用される第二の税制 廃止
7．所帯および家族に対する税制改革
　7－A　税率数の削減と税率の引き下げ
　成長・投資租税案における限界税率構造は、表4に示すように15％、25％、30％の3つ
に簡素化するとともに、貯蓄や投資の主な提供者である高所得に適用される限界税率を引
き下げる。同じ限界税率が適用される夫婦の所得帯の額を未婚者のそれの2倍に設定する
ことにより、結婚税の要素は消滅し、結婚した夫婦と独身者は平等に扱われることにな
る。
7－B　代替的最小税制度（AMT）の廃止
AMTは当初の目的から大幅に乖離して、2006年度には2，100万人の納税者に影響すると
ブッシュ政権の連邦税制改革 II
表4　成長・投資租税案の下での税率12）
税率 既婚夫婦 未婚者
15％ ＄80，000まで ＄40，000まで
25％ ＄80，000一＄140，000＄4 ，001一＄70，000
30％ ＄14，001以上 ＄70，000以上
予測されており、きわめて深刻な問題と化している。13）現行AMT制度の前身は追加最小
税（Add－on　Minimum　Tax）であり、1966年度において＄200，000超の調整済み総所得
（AGI）を有する155名の納税者が、個人所得税をまったく納税していないという証言に基
づいて、議会により内国歳入法の一部として制定された。当初の追加最小税の意図は、納
税義務を逃れようとする高所得納税者の租税回避的取引を阻止しようとするものであっ
た。AMT制度は正規の（regular）個人所得税に対する並行的税制（a　parallel　tax　system）
であるが、AMTの納税義務額の決定はきわめて複雑であり、現行制度におけるもっとも
深刻な問題を形成する。成長・投資租税案においては、このAMT制度は廃止される。
　7－C　各種租税優遇措置の統合と家族税額控除の創設
　現行の人的控除、標準所得控除、児童税額控除は、改革案では新設の家族税額控除に統
合される。人的控除はわが国の所得税の基礎控除、配偶者控除、扶養者控除に対応するも
のであり、一人当たり＄3，200である（2005年度）。控除の大きな特徴は、調整済み総所得
（AGI）の増大に伴って段階的に減少し、ある所得水準に達すると消滅することである。14）
　課税所得の算出には、この人的控除とともに所得控除（deductions）をAGIから差し引
く。納税者には標準所得控除と項目別所得控除の選択が与えられており、図1に示したよ
うに、低所得者のおおくは標準所得控除を選択し、高所得者は主として項目別所得控除を
選択している。
　現行制度では、適格児童一人当たり最大＄1，000の児童税額控除（child　tax　credit）が与
えられる。15＞しかし、AGIの増加とともに段階的に減少し合算申告する夫婦＄110，000、独
身者、家長、適格寡婦（寡夫）＄75，000、別申告する夫婦＄55，000のAGI水準において、
児童税額控除額は消滅する（2005年度）。所得税額が児童税額控除額よりも少ない場合に
12）　前掲、“Chapter　7　The　Growth　and　Investment　Tax　Plan”，　p．159，　Table　7．3　Tax　Rates　under　the
　Growth　and　lnvestment　Planより作成。
13）Nina　E．　Olson，1＞諺励α」7⑳σッθ7．44〃06伽2003！1朋〃α〃～θゆ。”’o　Coπg78ssでは、連邦個人所得税
　のもっとも深刻な問題としてAMTをあげている。また、制度の内容や問題点については、丁加
1η伽伽α1、41’67πα擁ρ6ル伽吻蹴：君σκ，S’α’θ耀班αr　1）0〃gJαSs　HoJ’9－Eα勉％，　D〃θ6∫07う吻76伽
　Sπうoo〃z〃2観θθo％τακα’ゴ。ηαη4刀～S　O〃θ7εゴg1露Co〃2勉漉θ60πF勿απcε，　United　States　Senate，　CBO
Testimony，2005を参照せよ。
14）　Intemal　Revenue　Service，“3：Persona重Exemptions　and　Dependents”，　y∂π7　F84θ鴬απη60耀7肱ヵ7
　1π4勿ゴ4παな，Eo7こなε勿P7砂αガ〃g　2004　Rθ伽7πs，　PubHcation　17．
15）Intemal　Revenue　Service，前掲、“36．　Child　Tax　Credit”．
は全額を税額控除できないが、追加的児童税額控除（additional　child　tax　credit）が利用で
き、還付税の形で追加的児童税額控除を得ることができる。16＞
　これらの制度は家族の規模を考慮し、勤労を奨励するものであるが、重複が多くあまり
に複雑である。適格性の基準も制度ごとに異なり複雑性を増長し、誤った申告内容の原因
となっている。委員会は、当初の目的を効率的に達成する簡素で透明な制度への改正をめ
ざす。これらの3種の現行制度を家族税額控除に統合し、すべての納税者が利用可能とす
る。基本家族税額控除額は、既婚夫婦には＄3，300、子供のいる未婚者には＄2，800、独身
者には＄1，650、扶養者の納税者には＄1，150である。さらに、子供一人増えるごとに
＄1，500、他の扶養者が一人増えるごとに＄500が追加される。17）
　家族税額控除は毎年度インフレに対して調整され、すべての納税者に提供される。税額
控除であるから、所得控除のように高い限界税率の適用される高所得納税者がより多くの
節税便益を享受するという短所は消滅する。また、家族税額控除は、現行制度とおなじく
ほとんどの低所得納税者は所得税を納税しないですむように設定されるとともに、現行制
度のような複雑な計算手続きを要しない。
　家族税額控除は、段階的消滅の仕組みを持たない。また、納税義務額よりも税額控除額
が多く全額税額控除できない場合には、勤労税額控除の運用を通して調整される。
　7－D　勤労税額控除（Work　Credit）の創設と家族税額控除の補完
　委員会の勧告は、現行の勤労所得税額控除と還付税付児童税額控除18）を統合して、勤
労税額控除を創設することである。現行制度の勤労所得税額控除と還付回付児童税額控除
の合計額とほぼ同額の最大税額控除を、この勤労税額控除で提供することにより、現行制
度と類似の勤労意欲に対する誘因を与えることができる。現行制度と同じく、労働者は勤
労所得（賃金および自営業所得）の増大により、勤労税額控除を増加することができる。
勤労税額控除は毎年度、インフレに対して調整される。
　勤労税額控除の計算は、家族税額控除の計算と有機的に関連付けられる。労働者は勤労
所得額が基準額（threshold）より低いか、家族税額控除額が納税義務額を超えるならば、
勤労税額控除を受ける資格がある。
　勤労税額控除の額は、納税者の家族税額控除額が、税額控除前の納税義務額を超過する
額であるが、最大額は子供がない場合には勤労所得の7。65％か＄412、扶養者の子供一人
の場合には勤労所得の34％か＄2，120、二人以上の扶養者の子供がいる場合には勤労所得
16）　Intemal　Revenue　Ser吋ce，　C玩」4伽C紹4髭，　Eoγこなθ勿P猶ゆαガηg　2004　Rθ伽燃，　PubHcation　972。
17）　The　President’s　Advisory　Panel　on　Federal　Tax　Reform，前掲、“Chapter　5　The　Panel’s
　Reco㎜endations”，　p．65，　Table　5．6　Family　Credit　Base　Creditの表から作成。
18）委員会は追加的児童税額控除に対して、そのrehlndableな性格のゆえに、　refundable　child　credit
　という用語を使用する。
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の40％か＄3，200の低い額である。
　また、つぎのような追加税額控除が認められて、最大税額控除額は増加する。子供のな
い場合には＄1，450を最大額をとして、＄6，235超の勤労所得の34％が税額控除として追加
される。また、二人以上の子供を持つ場合には、＄2，600を限度とし、＄8，000を超える勤
労所得の40％の税額控除が追加される。しかし、この追加税額控除は段階的に消滅し、
納税者の勤労所得額が＄17，000（合算：申告する夫婦の場合には＄21，000）を超えると、追
加税額控除の額はその超過額の12．5％減少する。19）
　現行制度のもとで勤労所得税額控除を得るためには、＄2，800を超える投資所得を取得
してはならない。1ドルでも投資所得がこの基準額を超えると勤労所得税額控除全額を喪
失するために、低所得労働者の貯蓄意欲は著しく損なわれる。家族税額控除の納税義務額
超過額は、勤労税額控除により補填されるが、勤労所得か課税所得かのいずれか低い額を
基準に適用され、課税所得には非課税の配当や州・地方債に対する利子などの投資所得が
含まれるように改正される。20）
8．その他の税額控除および所得控除の改革
　8－A　持ち家支援と租税優遇措置の合理化
　税制改革案の設計において委員会は、現行制度において広範な支持を得ている目標は維
持しながらも、制度を簡素化しすべての納税者に利用可能とすることを目標とした。現行
制度のもとでは、住宅投資は厚く優遇されている。第一住宅、第二住宅を担保にして借り
た住宅ローン額＄100万を限度として、それに対する支払利子を所得控除できる。さら
に、＄10万を限度とした住宅担保借入れ（home　equiiy　loan）に対する支払利子も、所得
控除できる。また、納税者は州税や地方税である財産税を所得控除でき、主要住宅の販売
にともなう資本利得の一部または全額は非課税扱いされる。これら一連の措置は、住宅投
資に対する大幅な補助金交付に相当し、他の生産的投資の犠牲において、住宅投資を過剰
優遇しているかどうかが問題である。企業投資にたいする税率がおよそ20％に対して、
住宅投資に対する税率はほとんどゼロである。21）
　住宅ローン利払い額の所得控除は、項目別所得控除を選択した少数の納税者にのみ利用
可能である。2004年度においては、住宅ローン利子所得控除の55％は＄100，000以上の現
金所得を有する12％の納税者に利用された。22）持ち家制度はアメリカ社会の重要な価値観
であるから、この項目別所得控除制度を税額控除制度に代替し、第一住宅の購入、建築、
19）前掲、“Appendix　Additional　Details”，　pp．225－229．
20）前掲、“Appendix　Addi恒onal　Details”，　p．229．
21）前掲、“Chapter　5　P㎜e1’s　Reco㎜enda廿ons”，　p，71．
22）前掲、“Chapter　Five　P㎝el’s　Reco㎜endadons”，　p．72．
大幅な改築のための第一住宅を担保とした住宅ローン利払い額の15％を、税額控除とし
てすべての納税者に対して認める。この改革により、これまで恩恵に浴しなかった多くの
標準所得控除選択納税者にも、この優遇措置が利用可能となる。
　また、豪邸や別荘の所有ではなく標準的な住宅の持ち家の奨励が目的であるから、委員
会は税額控除額に上限を設定する。それぞれのカウンティにおける中位販売価格の125％
を基準とした、住宅ローン額に対する支払利子税額控除額が算出される。
　8－B　慈善的寄付の奨励と合理化
　アメリカ社会において慈善的寄付は重要であり、ブッシュ政権は持ち家や健全な家族制
度などと同様に、アメリカの基本的価値観として重視する。また、慈善的寄付の税制への
感応性が高いことが知られる。現行制度においては慈善的寄付金所得控除制度の便益は、
項目別所得控除を選択する納税者にのみ限定されており、すべての納税者により享受され
ていない。2004年度において、＄10万以上の現金所得を有する12％の納税者に、慈善的
寄付金所得控除の推定租税支出額の4分の3以上が帰属した。23）委員会は、慈善的寄付の
誘因を強化し、その行政を改善するために、慈善的寄付金所得控除を簡素化し、より多く
の納税者にこの制度の便益を拡大するとともに、その乱用を抑制する方法を提案する。慈
善的寄付金の主要源泉である高所得者に追加的誘因を与えるために、所得の1％超の慈善
的寄付金額のみを慈善的寄付金所得控除として認める。2003年度において、慈善的寄付
金控除を適用した74％の納税者は、所得の1％以上を慈善的寄付している。
　現物での慈善的寄付は評価問題を伴い、乱用問題が起こっている。委員会の勧告は、慈
善的寄付者に財産を売却しその売上高を慈善的寄付させることである。この売却は第三者
販売価格でなされねばならない。
　8－C　医療の充実支援と合理化
現行制度は、医療支出（health　care　spending）に対して、いくつかの税制上の優i遇措置
を与えている。その結果、医療に対する租税支出は、最大租税支出項目を形成している。
アメリカの一人当たり医療費は世界最大であり、2002年度においては＄5，400に上ってい
る。雇用者や自営業者の払った健康保険料については、無制限に非課税措置を与えてき
た。雇用者の提供する健康保険料は、労働者に対する報酬の大きな比率を占め、究極的に
は雇用者と従業員により分担される。
　医療に関連した税制上の便益は、累進税のもとで高所得者により多くの節税便益を与え
るのみならず、高所得者のほうが保険加入率が高い。非課税措置のゆえに保険対象が拡大
23）　前掲、p．75．
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し、全体的な医療支出が増大し、医療市場において非効率性が生まれている。推定による
と、雇用者の提供する健康保険への租税優遇措置を廃止することにより、医療費は5％か
ら20％減少する。24）さらに、高所得者に対する租税支出は、低所得者の健康保険料を引き
上げ、健康保険に加入できない多数のアメリカ国民を生み出している。
　雇用者の提供する健康保険のほうが、市場で個人が加入する健康保険より取引費用が低
く、多数の個人のリスクをプールすることにより保険料を低く設定できる。雇用者の提供
する健康保険の便益を享受できない納税者にも、市場で購入した健康保険の保険料の所得
控除を認めることにより、税制上同じ便益を供与できる。同時に健康保険の租税支出の公
平な分配を保障するために、雇用者の提供する非課税健康保険料を、家族に対しては
＄11，500に、独身個人に対しては＄5，000に限定する。これらの額は、2006年度の健康保
険料の平均額と推定されている。健康保険料は非課税なのに、現金報酬は課税されるとい
う非対称性のゆえに、高い限界税率の適用される高所得者は、現金所得の形よりは豪華な
健康保険を好む傾向がある。委員会の目的は、過度に豪華でない健康保険を従業員に対し
て提供する誘因を、企業に対して与えることである。
　この制度改革により、手のつけられないほど増大している医療費を抑制するとともに、
現在健康保険に未加入の国民に、加入機会を拡大することができる。財務省の推計による
と、健康保険の水準を平均保険料に限定し、すべての納税者に対して同額の所得控除を認
めることにより、健康保険非加入者数が100万から200万減少する。25＞
　8－D　州税および地方税支払額の所得控除
　現行連邦個人所得税においては、項目別所得控除を選択する納税者のみが、州税および
地方税を所得控除することができる。この制度は、州政府や地方政府の供給する財・サー
ビスに対して、連邦政府が補助金を交付していることに等しい。委員会は、州政府や地方
政府の提供する財・サービスの費用は、所得控除が認められていない食料や衣料に対する
支出と同じく、それらの便益を享受する住民たちが負担すべきであり、連邦国家の納税者
が負担すべきでないと判断する。26）州税や地方税の所得控除制度は、これらの税の低い団
体の住民が税の高い団体の住民に、補助金を交付するのと等しい。この所得控除によりす
べての納税者の税率は上昇するが、その租税優遇措置の便益は納税者に平等に分配されて
いない。項目別所得控除を選択する納税者の間でも、高い限界税率が適用される高所得の
ほうが多くの節税便益を得る。したがって、成長・投資租税案においては、二二および地
方税の所得控除を廃止する。これにより、標準所得控除と項目別所得控除の利用者間の不
24）前掲、p．80．
25）前掲、p．82．
26）前掲、pp．83－84．
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公平も解消する。
　8－E　教育支援制度の合理化
　教育については現行制度のもとでHOPE税額控除、生涯学習税額控除、貸与奨学金支払
利子所得控除があるが、所得上昇とともに段階的に消滅する。制度はきわめて複雑であ
り、納税者は混乱している。また、これらの制度の教育促進効果は不明確である。委員会
はこれらの教育に対する租税優遇措置を家族税額控除に統合し、20歳以下の全日制学生
を持つすべての家族に一律に、＄1，500の税額控除を与える。また、教育のための貯蓄に
対する利子は非課税とする。
　8－F　付加給付非課税扱いの廃止
　健康保険に加えて多くの付加給付が従業員に与えられており、現行個人所得税法におい
ては非課税扱いされる。これらの中には教育援助、育児給付金、団体期間指定生命保険
（group　te㎜1猛e　insurance）や長期傷害保険（long－teml　care　insurance）が含まれる。こ
れらの付加給付の非課税扱いは、現金所得と付加給付の合計額が等しい納税者間に納税額
の差異をもたらし、一般納税者の税率をひきあげる。委員会はこのような付加給付に対し
て税制による補助金を交付すべきではないと判断し、すべての雇用者が職場で提供する特
定の現物供与（社員食堂で提供される食事等）を除いては非課税扱いを廃止し、すべての
納税者の条件を等しくする。27）
　8－G　社会保険給付金課税の合理化
　社会保険給付金に対する非課税措置は、課税所得比率が0％、50％、85％という3段階
で段階的に消滅する。納税者は、このいずれの割合で社会保険給付金が課税されるかを判
定するのに、きわめて複雑な計算を要する。議会は給付金の50％や85％が課税対象とな
る基準所得額にインデックス化していないから、インフレによる高い課税率への移行
（bracke卜creep）が生ずる。また、結婚した夫婦に対する50％や85％の課税率の適用され
る基準所得額は、独身者のそれよりも30％高いだけであるから、いわゆる結婚税が課さ
れている。
　この複雑で不合理な現行制度の代わりに、委員会は簡素化された制度を提案する。結婚
した夫i婦＄44，000、独身者＄22，000以下の所得の納税者に対しては、社会保険給付金は課
税されない。この所得額より多額の所得を有する納税者は、所得額に応じて社会保険給付
金の50％または85％が課税される。また、所得帯を区分する所得額はインデックス化す
27）　前掲、p．84．
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ることにより、インフレによる高い所得帯への移行を回避する。結婚した夫婦に対する基
準所得額を独身者の2倍に規定することにより、結婚税は消滅し、既婚者と独身者は平等
に扱われる。28）
9．貯蓄支援制度の合理化と公平化
　9－A　職場貯蓄計画（Save　at　Work　plans）
　現行制度では、多種多様な貯蓄と投資が、異なる租税措置を受けている。委員会は退
職、医療、教育および住宅のための無税の貯蓄機会を拡大するよう勧告する。現行制度の
もとでの複雑で重複する貯蓄誘因を与える諸制度は、簡素で効率的な①職場貯蓄計画、②
退職貯蓄勘定、③家族貯蓄勘定の3つの貯蓄勘定に統合される。29）このことにより非課税
の下で制限額のない貯蓄機会が、特定の納税者のみでなくすべての納税者に、平等に提供
される。
　数百万のアメリカ国民にとっては、雇用者の提供する退職勘定が退職後の安心を提供し
てきた。9，000万以上の労働者は、職場におけるなんらかの形態の租税優遇措置対象の退
職勘定に加入している。しかし雇用者の提供する退職勘定の税制上の便益は、国民の問に
公平に分配されていない。雇用者により退職勘定を提供される納税者は、提供されない納
税者よりも納税額が少なくなる。
　租税優遇措置付の退職勘定は、税法の中でももっとも複雑な部分であり、労働者が退職
勘定に加入することを妨げている。多数の退職勘定が存在し、異なる規則と基準のもと
で、従業員に種類と金額の異なる便益を提供している。30）この複雑性に伴う事務費や納税
費用の高さのゆえに、民間雇用者の53％しか従業員に対して確定拠出退職勘定を提供し
ていない。とりわけ中小企業にとって事務費が高くつき、25％以下の中小企業しか退職
勘定を提供していない。また、従業員も転職のときに前雇用者から受け取る定額退職金を
消費してしまい、次の雇用者のもとでの退職勘定の基金として継続することが少ない。
　新しい職場貯蓄計画は、既存の401（k）、SIMPLE403（k）、　THRIFr、403（b）、官営
457（b）、SARSEP、　SIMPLEIRA等を統合し簡素合理化した制度である。規則や基準も簡
素化し一本化し、雇用者が容易に従業員に提供できるように改革する。さらに自動貯蓄
（AUTO　SAVE）制度をつけ、強制ではないが、従業員が自動的に給与の一部を貯蓄できる
28）　前掲、pp．87－89．
29）前掲、“Chapter　Sixπhe　Simp雌ed　Income　Plan”，　p．115．既存の多種多様な貯蓄勘定の3つの新規
　貯蓄勘定への統合と簡素化は、簡素化された所得税制度でも成長・投資租税案でも共通である。
30）　表の掲載は割愛するが、前掲、Table　6．4　Ex㎜ple　of　Variation　in　Employer　Re廿rement　Plans，　p．116
　には、いかに既存の各種退職勘定に対して、さまざまの異なる規則や基準が設定されているかが例証
　されている。
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ようにする。31）
　9－B　退職貯蓄勘定（Save　for　Retirement　accounts）
　現行制度のIRA、　Roth　IRA、配偶者IRA制度を整理・統合し、毎年度＄10，000（この額
よりも低ければ年間所得額）を限度として、職場貯蓄計画を補完し、退職後に備えて非課
税で追加貯蓄する制度として、退職貯蓄勘定を創設する。年間限度額は、インフレ率にイ
ンデックス化し、所得制限は設定せず、どのような所得の納税者も利用できる。
　9－C　家族貯蓄勘定（Save　for　Family　accounts）と貯蓄者税額控除（Saveピs　Credit）
　現行の教育貯蓄計画や医療貯蓄計画を、家族貯蓄勘定に統合する。すべての納税者は年
間＄10，000を限度として非課税で貯蓄でき、退職勘定を補填する目的で利用することもで
きる。すべてのアメリカ国民は、年齢、所得額、家族構成、結婚の有無にかかわらずこの
家族貯蓄勘定を利用できる。この貯蓄は医療、教育、訓練、第一住宅購入頭金支払いなど
の適格目的のためには、いつでも払い戻して利用することができる。また、58歳以上の
納税者に対しては、基金はいつでもいかなる支出目的に対しても利用可能となる。この貯
蓄勘定の柔軟性をさらに高めるために、毎年度＄1，000を限度とする非課税払い戻額を、
いかなる目的にも使用することができるものとする。適格目的以外の支出に当てる
＄1，000を超過する払い戻しには課税され、かつ早期払い戻しに対する罰則として10％の
追加税率が適用される。
　税制の累進性を達成するために、現行制度のもとでも低所得貯蓄者は、IRAや雇用者提
供の確定拠出制度に対する拠出金の10％、20％、50％を税額控除できる。32）しかし、現
行貯蓄税額控除は、還付税方式を採用していないから、税額控除する税額が不十分な低所
得者は、全額を税額控除できない。また、現行貯蓄税額控除は、所得の上昇とともに殺鼠
的に消滅する。拠出金の50％の税額控除を受ける適格条件は、AGI額が夫婦＄30，000、所
帯の家長＄22，500、独身＄15，000以下であるが、段階的消滅の規定により、これらの基準
AGI額を超過すると拠出金の10％の率にまで急速に移行する。
　この欠陥を是正した新しい貯蓄者税額控除では、最大＄2，000までの拠出額に対して
25％の税額控除率が適用されるから、低所得者は毎年度＄500までの税額控除を受けるこ
とができる。段階的消滅の仕組みは存続するが、消滅の速度は減少し、緩やかなスピード
でAGIが夫婦＄30，000、独身＄15，000を超過すると段階的消滅過程が開始し、　AGIが＄100
増加することにその5％が減少する。したがって、貯蓄者税額控除がゼロになるAGI額
31）前掲、pp．115－119．
32）前掲、‘The　New　Re血ndable　Saver’s　Credit”，　pp。122－123．
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は、夫婦＄40，000、独身者＄25，000である。
　9－D　配当、利子、資本利得課税
完全な消費税のもとでは、すべての貯蓄や投資に対する収益に対する税は非課税である
が、成長・投資促進税案においてはそこまで消費税化はしないで、租税の歪曲効果の程度
を縮小する。既述のように、現行制度のもとで収益が非課税扱いされている貯蓄勘定は整
理・統合されて、成長・投資租税案の下でも存続する。さらに、これらの非課税扱い貯蓄
勘定外の資産に対する配当、利子、資本所得は、すべて15％の一定税率で課税される。
10．中小企業課税の改革
　単独事業主（sole　proprietor）には、最高限界税率を30％まで引き下げた個人納税者と
同じ税率を適用するとともに、他の中小企業には30％の一定税率で課税する。
　事業記録にはさまざまの特殊税務会計規則が所得や所得控除に関して存在して複雑であ
ったが、成長・投資租税案においては、企業キャッシュ・フロー税を導入する。企業はす
べての収入からすべての支出を差し引いた差額に課税される。この簡素化により納税のた
めの第2、第3の帳簿をつけ保存する必要がなくなり、事業のために必要ですでに保存さ
れている帳簿のみで納税に対応できる。
　投資については、現行制度では、企業はさまざまの減価償却方式に対応するために、記
録を保存し、複雑な計算をしなければならない。成長・投資租税案のもとでは、他企業か
ら購入した設備品、構造物、在庫品、土地のすべてを即時償却できる。33＞
11．大企業課税の改革
　現行制度においては、大企業に適用される税率は15％、25％、34％、39％、34％、
35％、38％、35％の8つである。これらの税率は30％に一本化される。
　現行制度では支払利子は経費控除でき、受取利子は課税されているが、成長・投資促進
税案においては、支払利子は金融機関を除いては経費控除できない。投資全額の経費扱い
と支払利子の経費控除は二重の投資優遇であり、資源配分の不効率を招くからである。ま
た、借入資本の支払利子の経費控除と自己資本に対する支払配当の課税という税制上の扱
いの差異が、借入資本を奨励し自己資本の充実を抑制する歪曲効果を企業資金調達におい
て与えていたが、支払利子の経費扱いを廃止することにより、両資金調達方法は平等の扱
33）　前掲、pp．127－132．
いを受けることになる。他方、受取利子は現行制度の下では課税されるが、成長・投資租
税案の下では、金融機関を除いては課税されない。
　成長・投資租税案においては、キャッシュ・フローに対して一定税率で課税する。キャ
ッシュ・フローは、売上総額から他の企業から購入する財・サービス、労働者に支払う賃
金その他の報酬を引いた額である。したがって、企業は新規投資の減価償却額を、耐用年
数にわたり経費控除するのではなく、投資年度に全額経費控除できる。
　企業資産に対する投資年度における全額経費扱いと利子控除の廃止により、投資に対す
る税が平等化する。限界実効税率は、投資に対する課税前収益と課税後収益との差であ
り、高いほど投資家は投資を控える。現行制度の下では平均限界実効税率は22％である
が、成長・投資租税案のもとでは6％にまで低下する。この結果資本形成が大幅に増大
し、他の国に逃避iする資本が国内にとどまり、外国投資をアメリカにひきつけることがで
きる。事業所得に対する第二の租税制度として従来適用されてきた法人AMTは廃止され
る。34）
12．しめくくり
　所得税か消費税かの選択はきわめて大きな選択であり、ここでは検討していなかったが
アメリカでは、具体的ないくつかの消費税案が提案されている。成長・投資促進税案は完
全な消費税ではなく所得税との折衷制度であるが、現行所得税よりは消費税の性格を多く
与えている。テロ戦争に多くの精力と時間を奪われているブッシュ政権のもとで、レーガ
ン政権下で断行された1986年租税改革のような抜本的税制改革が可能か疑わしいが、き
わめて興味深い税制改革の提案となっている。
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